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はじめに

　COP21にて採択されたパリ協定では、全ての国が参加する2020年以降の新たな
国際枠組みが合意された。これにより、すでに温室効果ガス排出量増加が著しい中
国やインド等の新興国や今後の排出増が見込まれる途上国も気候変動問題に取り組
み、世界全体で実施状況を確認していくこととなった。
　パリ協定では、京都議定書では明言されていなかったイノベーションの重要性が
明言された。第10条では技術開発・移転に関する規定がなされており、気候技術セ
ンター・ネットワーク（CTCN）及び技術執行委員会（TEC）に対して、技術研究・開
発・実証等に関する追加作業も要請されている。COP22では、技術メカニズムと資
金メカニズムの連携に関する議論が進展し、CTCNをはじめとする技術メカニズムと
緑の気候基金（GCF）等の資金メカニズムとの今後のさらなる連携促進が期待されて
いる。
　日本は、低炭素技術・製品等の普及等を通じて途上国の温室効果ガス削減・吸収
に貢献するため、現在17か国と協定を結び、二国間クレジット制度（JCM）を推進
するとともに、COP22期間中に「日本の気候変動対策イニシアティブ～途上国のニー
ズに応えて～」を発表する等、独自の途上国支援取組を行っている。
　パリ協定では、2020年までに長期戦略の策定・提出が求められている。すでにア
メリカ・ドイツ・メキシコ等が国連に提出しており、日本も2016年度から環境省・
経済産業省がそれぞれ議論の場を設置・検討している。長期戦略策定に際しては、
国内対策に加えて、地球規模での緩和（温室効果ガス削減）と適応をいかに促進・支
援していくかも鍵になると考えられる。
　そこで、技術・資金の枠組みに関する概要・課題を共有するとともに、今後の政
策・制度の在り方に関する議論・取組み・協力を推進するために、本レポートを発
行する。
　本書が、地球規模で気候変動に対処するための技術・資金に関する日本の政策・
国際制度を検討する一助となれば幸いである。

「環境・持続社会」研究センター（JACSES）プロジェクトリーダー　遠藤理紗
2017年3月
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Ⅰ．国連交渉と技術メカニズム/気候技術センター・ネットワーク
（CTCN）の動向

（1）CTCNとは
●CTCNと技術メカニズム
　気候技術センター・ネットワーク（CTCN：Climate Technology Centre and Network）と
は、国連気候変動枠組条約の下で設立された、先進国から途上国に対する、気候変動に関連する
技術の移転を促進するための技術メカニズムの一つである。
　2010年のCOP16において、技術執行委員会（TEC：Technology Executive Committee）
及びCTCNの設立・各機能の大枠について合意がなされた。TECとCTCNから成る技術メカニ
ズムの役割分担としては、TECが主に技術開発・移転に関する政策・戦略等の支援を行い、CTCN
が途上国の要請（リクエスト）に基づいて具体的な技術支援（技術ニーズ特定、技術に関する情報
提供、キャパシティビルディング、技術開発・移転促進、ネットワーキング等）を行うこととなっ
ている。
　CTCNは、「気候技術センター（CTC）」「アドバイザリーボード（諮問委員会）」「ネットワーク機
関」「国家指定機関（NDE）」で構成されている。
　「気候技術センター（CTC）」は、途上国のNDEからの技術支援に関する要請を受付し、コンソー
シアム機関等と協力して、対応法を検討する等、CTCNの事務局業務を担っており、アドバイザ
リーボードが、運営方法・手続きに関する規則等を決定する役割を担っている。COP18にて、
CTCのホスト機関には、UNEPコンソーシアム（13機関）が承認された。
　各国のCTCN窓口であるNDEとして、156か国の窓口（2017年3月現在）が登録されている。
　途上国からの技術要請に応じて実質的な支援を行うネットワーク機関として、265機関（2017
年3月現在）が登録されている（民間セクター、研究機関、NGO等が参画している）。

図1：国連技術メカニズム

出典：地球環境センター（GEC）「気候技術センター・ネットワーク（CTCN）の概要」
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●途上国からの要請（リクエスト）・技術支援
　CTCNのウェブサイトで、気候変動関連技術に関する途上国からの要請（リクエスト）・技術
支援の状況を見ることができる。途上国からCTCNに寄せられるリクエストは年々増加傾向に
あり、2017年3月時点で170件以上のリクエストがある。セクター別に見ると、農業・エネル
ギー・インフラ等多岐にわたっているが、分野横断的な要請も少なからずある。目的別に見ると、
緩和（温室効果ガス削減）が4割強、適応（気候変動への適応）が3割程度で、残り3割弱は緩和と
適応の両方にまたがるものとなっている。支援タイプ別に見ると、技術の選定支援等の基礎的な
リクエストも多い。CTCNのウェブサイトには、この他に、リクエストを出している地域別のデー
タ等もある。
　これらの要請は、次の2種類どちらかの支援タイプに分類される（CTCN2015）。クイック・
レスポンス（Quick response）は、CTCN設立時のコンソーシアムが直に実施する、プロジェク
ト1件あたり概ね5万米ドルまでのコストである規模の小さい支援である。レスポンス・プロジェ
クト（Response project）は、プロジェクト1件あたり概ね5万～25万米ドルのコストで、よ
り規模が大きく、詳細な対応が必要な支援であり、通常ネットワーク機関が実施するものである
（ネットワーク機関に対して入札が募られる）。

図2：途上国からCTCNに寄せられる要請:セクター別

出典：CTCN Dashboard　「Distribution of requests by sector」

図３：途上国からCTCNに寄せられる要請: 支援タイプ別

出典：CTCN Dashboard「Distribution of requests by type of assistance」
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（２）CTCNと日本
　日本は、CTCNへの資金拠出や低炭素技術リストの作成・提供等を行っている。CTCNの活動
を通じて、日本の優れた環境技術の移転・普及促進や日本の技術の活用機会の拡大を図るねらい
もある（環境省2014）。
　日本からは、アドバイザリーボード（諮問委員会）メンバーとして東京大学・本部和彦氏、ネッ
トワーク機関として地球環境センター（GEC）・地球環境戦略研究機関（IGES）・新エネルギー・
産業技術総合開発機構（NEDO）・地球環境産業技術研究機構（RITE）等が参画している。日本の
CTCN窓口であるNDEは、環境省と経済産業省である。
　なお、RITEが、日本が実施するCTCN技術支援事業第1号となる「南アフリカ共和国のセメン
ト産業におけるCO2回収・有効利用と排熱回収を活用したCO2削減に関する事業可能性調査」
を実施することとなり、2016年12月より開始している（RITEの本事業に関する報道発表は、下
記を参照のこと）。
http://www.rite.or.jp/news/press_releases/pdf/press20161220.pdf

（3）パリ協定における技術の位置付け・COP22での議論
　技術開発及び移転に関しては、COP21で採択されたパリ協定第10条において明記された。決
定は、以下の通りである。

参考：パリ協定第10条（出典：GISPRI/IGES「COP21報告シンポジウム資料集」）

1． 締約国は、気候変動に対する回復力を改善し、温室効果ガスの排出量を削減するには、技術開発及び移
転の全面的な実現が重要であるとの長期ビジョンを共有する。

2． 締約国は、本協定下での緩和及び適応の行動実施における技術の重要性に留意し、既存の技術の展開及
び普及の努力を認識した上で、技術開発及び移転に関する協力行動を強化するものとする。

3． 条約の下で設立された技術メカニズムは、本協定においても役割を果たすものとする。
4． 本項において技術枠組を設立し、本条1項に規定する長期ビジョンを追求し、本協定の実施を支援する
ための技術開発及び移転の強化された行動を促進し、推進するという技術メカニズムの作業に対し、全
面的な指針を提供する。

5． イノベーションを加速し、奨励し、可能にすることは、気候変動に対する効果的かつ長期の全球的対応
において極めて重要であり、経済成長及び持続可能な開発をも促進する。そのような努力は、適切に、
研究開発の協力手法のため、特に技術の初期段階である開発途上国の技術アクセスを推進するため、条
約の技術メカニズムによるものも含め、さらには条約の資金メカニズムの資金供与手段を通すものも含
め、支援を受けるものとする。

6． 本条実施のため、開発途上締約国に対し、資金援助を含めた支援を提供するものとする、これには、緩
和と適応の支援の調和を達成するとの観点から、異なる技術段階にある技術の開発及び移転に関する協
力行動の強化を含める。第14条に規定する世界的状況把握では、開発途上締約国に対する技術開発及び
移転の支援努力に関し入手可能な情報を考慮するものとする。

　第10条4項では、技術メカニズムに対してガイダンスを与える技術枠組の設立が規定された。
この技術枠組に関しては、COP22においても枠組の目的・特徴・テーマに関する議論がなされ、
テーマを「イノベーション」「実施」「環境整備とキャパシティビルディング」「協働とステークホル
ダー関与」「支援」の5つとすることで合意した。具体的には、次回の補助機関会合（SBSTA46）
以降、継続して議論される予定となっている。
　第10条6項では、資金援助についても触れられている。技術開発・移転に関し、特に議論に
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上がるのが、技術メカニズムと資金メカニズムとの連携の必要性であるが、昨年のCOP22で
は、技術メカニズムと資金メカニズム間の連携に関する決定も、以下の通りなされている。なお、
COP22期間中に、CTCNに対して、カナダ・デンマーク・EU・ドイツ・イタリア・日本・韓
国・スイス・アメリカが合計2300万米ドルの追加拠出を発表した（CTCN2016）。

参考：決定書-/CP.22　技術メカニズムと条約の資金メカニズムとのリンク
（出典：GISPRI/IGES「COP22報告シンポジウム資料集」）

締約国会議は、決定書1/CP.18の62項及び決定書13/CP.21を想起し、締約国による緩和行動及び適応行
動の強化を可能にするため、早期段階を含めた技術の全段階での資金源の重要性を強調し、
1． 技術執行委員会、気候技術センター・ネットワーク及び資金メカニズムの運用機関との間で行われてき
た技術メカニズムと資金メカニズムとのリンクのさらなる詳細設定について、会合期間中ワークショッ
プにおけるものも含め、進捗があったことに感謝するとともに歓迎する； 

2． 緑の気候基金、及び技術執行委員会や気候技術センター・ネットワークなどの条約ほの構成機関との間
で年次会合を開催するという緑の気候基金理事会の決定、並びにそ第14回会合にこれらの組織の長を招
待するとの決定を歓迎する； 

3． 緑の気候基金理事会に対し、技術メカニズムと資金メカニズムの間に現在あるリンクを強化するため、
共通の関心がある問題に関しては、技術執行委員会の委員長及び気候技術センター・ネットワークの諮
問理事会の理事長を、将来の緑の気候基金理事会の会合へ招待し続けるよう推奨する； 

4． 特に緑の気候基金の準備性・準備力支援計画とプロジェクト策定ファシリティの活用に関し、同基金と
気候技術センター・ネットワーク間の関係性の高まりを歓迎し、そのような関係性は開発途上締約国に
よる技術プロジェクト及びプログラムの実施能力向上を支援する可能性があると指摘する； 

5． 開発途上締約国における環境上健全な技術に対するアクセス促進の支援、並びに開発途上締約国の緩和
及び適応行動の強化を可能にする協力的研究開発実行への支援に関し、緑の気候基金が決定書13CP.21
に対応し行った進捗状況を感謝とともに指摘する； 

6． 緑の気候基金の国家認定当局及び窓口に対し、特に技術的ニーズ評価の実施、技術行動計画の策定にお
いては、準備性・準備力支援計画の下で利用可能な支援を活用するよう招請する；

7． さらに、開発途上締約国に対し、技術的ニーズ評価の結果及び気候技術センター・ネットワークの技術
援助の結果のものも含め、技術関係のプロジェクトを開発し、これをそれぞれの政策及びプロセスに従
い、実施のため、資金メカニズム運用機関に提出するよう招請する；

8． 技術執行委員会、気候技術センター・ネットワーク、及び資金メカニズム運用機関に対し、技術メカニ
ズムと資金メカニズムのリンク強化の行動をとる場合は、関連の利害関係者の参画を強化するよう奨励
する； 

9． 技術執行委員会、気候技術センター・ネットワーク、資金メカニズムの運用機関に対し、技術メカニズ
ムと資金メカニズムのリンク強化の行動に関する情報を、それぞれの締約国会議への年次報告書に記載
し、必要な場合は、さらなる行動に対するガイダンスを受けるように招請する； 

10．第24回会合（2018年11月）においてもこの問題の審議を継続することで合意する。
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緑の気候基金（GCF：Green Climate Fund）

　緑の気候基金（GCF）は、2010年のCOP16で設立が決定した開発途上国の温室効果ガス削減と気候変動へ
の適応を支援する多国間基金である。
　GCFは、先進国と開発途上国から選出された代表で構成される理事会が意思決定を行い、事務局が運営を
担い、資金管理組織が具体的管理を行うこととなっている。資金支援は、GCF理事会が認証した実施機関を
通して実施される。実施機関としてフランス開発庁、コンサベーション・インターナショナル、米州開発銀
行、国際復興開発銀行、国際開発協会、ルワンダ天然資源省、国連環境計画、セネガル生態系監視センター、
太平洋地域環境計画事務局、アジア開発銀行、国連開発計画等が認証されている（CI2015）。2016年12月
末現在、48機関が認証されている（外務省2017）。支援手段としては、グラント（grants）、ローン（loans）、
保証（guarantees）、エクイティ（equity）がある。
　GCFは、各国からの資金拠出によってまかなわれている。日本は、2014年のG20においてGCFへの拠出
表明を行い、2015年5月「緑の気候基金への拠出、およびこれに伴う措置に関する法律」の成立を受けて15
億米ドルの拠出を決定した（アメリカについで2番目となっている）。それにより拠出取り決め済の総額が54
億7千万米ドルとなり、理事会が設定したGCFの稼働基準値に到達したため、GCFが稼働開始した。2016
年12月現在、43か国の政府及び都市・地域が総額103億米ドル相当の資金拠出を表明している（各国の拠出
表明額は、GCFウェブサイトで閲覧可能）。
　GCFは公的資金だけではなく、民間資金の取り込みも試みている。GCFのプライベートセクターファシ
リティは、直接または間接的に途上国の中小企業等に資金提供し、民間セクターによる温室効果ガスの削減
や適応を支援することを目指している（大田2015）。
　GCFでは、資金支援の配分に関する取り決めがなされている。資金支援の50％を緩和へ、残りの50％
を適応に充てることとしており、さらに適応への資金の50％（全体の25％）は島嶼国（SIDS）・後発途上国
（LDCS）・アフリカ諸国等の脆弱国への支援に充てることと決められている。
　2015年11月の理事会において、GCF最初のプロジェクトとなる8案件（総額1億6800万米ドル、アフ
リカ地域から3件、アジア太平洋地域から3件、ラテンアメリカ地域から2件）が採択された。なお、2016
年12月の第15回理事会までに、合計35案件が採択されている（各プロジェクトの概要は、GCFウェブサイ
トで閲覧可能）（UNFCCC2015）。
　なお、経済産業省等が、民間向けに、GCFの理解促進・活用に向けた説明会を開催する等、日本国内でも、
GCFに対する認識が広まっている。
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Ⅱ．日本の気候変動における途上国支援策の動向

1．二国間クレジット制度（JCM）の概要・動向

（1）JCMとは
●JCMの基本概念
　二国間クレジット制度（JCM）とは、日本国及びパートナー国が、JCMに係る二国間文書に基
づき運用する制度で、以下の3つを基本概念としている。
① 優れた低炭素技術・製品・システム・サービス・インフラの普及や緩和活動の実施を加速し、
途上国の持続可能な開発に貢献。
② 温室効果ガス排出削減・吸収への我が国の貢献を定量的に評価するとともに、日本の削減目標
の達成に活用。
③ 地球規模での温室効果ガス排出削減・吸収行動を促進することにより、国連気候変動枠組条約
の究極的な目的の達成に貢献。

図4：JCMの基本概念

出典：日本政府「二国間クレジット制度の最新動向」

●JCMパートナー国
　2017年1月時点で、日本は17か国（モンゴル、バングラデシュ、エチオピア、ケニア、モルディ
ブ、ベトナム、ラオス、インドネシア、コスタリカ、パラオ、カンボジア、メキシコ、サウジア
ラビア、チリ、ミャンマー、タイ、フィリピン）とJCMを構築している。

●JCMの手続き
　JCM手続きは、提案方法論の提出→提案された方法論の承認→プロジェクト設計書（PDD）の
作成→妥当性確認→登録→モニタリング→検証→クレジット発行という流れで行われる。
　日本・パートナー国政府の代表者からなる合同委員会（JC）が、JCM実施のルール・ガイドラ
イン等の策定、提案方法論の承認、妥当性確認を行う第三者機関（TPEs）の指定、妥当性が確認
されたプロジェクトの登録決定等を行っている。
　JCMプロジェクトにおける削減量評価は、「プロジェクト実施前の排出量」と比較した値では
必ずしもなく、通常の経済活動（Business As Usual）に伴う排出量と比較した値（比較排出量：
Reference Emissions）、もしくは、プロジェクト実施によって達成されるであろう削減量と
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実際の削減量を比較した値（プロジェクト排出量：Project Emissions）の2通りで評価される。
Reference Emissions算出の際の参照排出量は、時に容易に達成可能である場合があるため（例
えば環境負荷の高い発電設備を乱立している時の排出を参照する場合）、数年に一度見直しが行
われている。
　JCMの参加国には、Microsoft Excelベースの排出モニタリングおよび排出計算スプレッド
シートが与えられ、このスプレッドシート上にプロジェクトに関する必要情報を入力するだけで
排出量が算出されるため、排出計算式の妥当性証明の手間等がなく、その計算過程に画一性と透
明性を期待することができる。

図5：JCMのスキーム図

出典：日本政府「二国間クレジット制度の最新動向」

　様々なウェブサイトで、ルール・ガイドラインや方法論の情報収集、JCM案件事例検索、補助
金検索等を行うことが可能である（巻末の資料：気候変動交渉・JCM・技術・資金関連リンク集
も参照）。
●日本政府の取組み
　日本政府は、JCM推進のための取組みとして支援事業を実施している。現在、JCM支援事業は、
環境省所管のものと経済産業省所管のものがある。環境省所管事業には、案件組成事業（PS）・実
現可能性調査（FS）・設備補助事業等がある（P32・33参照）。経済産業省所管事業には、実証事
業・実現可能性調査（FS）等がある（P31・32参照）。

●JCM事業例
　上記の環境省や経済産業省のJCM支援事業に採択された案件には、省エネ・再生可能エネル
ギー事業・低炭素型の廃棄物処理事業等がある。次に、採択されたJCM案件例を示す。
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JCM案件の例

＜環境省設備補助事業＞
・タイ：空調制御システム導入による精密部品工場の省エネ（ユアサ商事（株））
・ミャンマー：物流センターにおける省エネ冷凍システムの導入（両備ホールディングス（株））
・チリ：大学への１MW屋根置き太陽光発電システムの導入（（株）早稲田環境研究所）
・カンボジア：自動車用電線製造工場への省エネ設備の導入（矢崎部品（株））
・メキシコ：テキーラ工場における貫流ボイラーの導入と燃料転換（サントリースピリッツ（株））
・ コスタリカ：ホテルへの高効率チラー及び排熱回収温水器の導入（（株）エヌ・ティ・ティ・データ経営研究
所）
＜経済産業省実証事業＞
・ モルディブ：モルディブ共和国における離島型風力発電および再エネマネジメントシステム実証プロジェ
クト（（株）駒井ハルテック、（株）東光高岳、東京電力パワーグリッド（株））
・インドネシア：携帯電話基地局へのトライブリッド技術導入（KDDI（株））
・ラオス：モジュール型省エネデータセンター（豊田通商（株）、（株）インターネットイニシアティブ）
・モンゴル：高効率・低電力損失送電技術の実証事業（（株）日立製作所）
・インドネシア：離島向け薄膜太陽光発電（シャープ（株））
・ ベトナム：国営病院における省エネ/環境改善によるグリーンホスピタル促進事業（三菱電機（株）、三菱商
事（株）、三菱UFJモルガン・スタンレー証券（株））
※かっこ内は、日本側のプロジェクトに参加する事業者

（２）JCMと日本の約束草案・温暖化対策計画
　2020年以降の気候変動国際枠組みは、2015年末に開催されたCOP21での合意をめざし交渉
が進められてきた。各国は、COP21に先立ち、2020年以降の温室効果ガス排出削減目標等から
成る約束草案（INDC：Intended Nationally Determined Contributions）を提出することとさ
れた。
　日本政府は、2015年7月17日に、温室効果ガス削減目標「2030年度に2013年度比-26.0%
（2005年度比-25.4%）」を掲げる日本の約束草案を、国連気候変動枠組条約事務局に提出した。
　日本の約束草案の中では、「途上国への温室効果ガス削減技術、製品、システム、サービス、イ
ンフラ等の普及や対策実施を通じ、実現した温室効果ガス排出削減・吸収への我が国の貢献を定
量的に評価するとともに、我が国の削減目標の達成に活用するため、JCMを構築・実施していく。
これにより、民間ベースの事業による貢献分とは別に、毎年度の予算の範囲内で行う日本政府の
事業により2030年度までの累積で5,000万から１億t-CO2の国際的な排出削減・吸収量が見
込まれる。」とされた。また、日本政府は、約束草案の中で、「国際貢献として、JCMのほか、産業
界による取組を通じた優れた技術の普及等により2030年度に全世界で少なくとも10億t-CO2
の排出削減ポテンシャルが見込まれる。」とも記述している（日本の約束草案は、P29参照）。
　また、2016年5月13日に閣議決定された地球温暖化対策計画においても、JCMに関する同様
の記載がなされている。さらに、今後は、さらなるプロジェクト実施に向けて、方法論開発を含
む制度の適切な運用とともに、国際協力銀行（JBIC）・日本貿易保険（NEXI）・新エネルギー・産
業技術総合開発機構（NEDO）・国際協力機構（JICA）・アジア開発銀行（ADB）等の関係機関と連
携したプロジェクト形成・支援等も行うとしている。

（３）パリ協定におけるJCMの位置付け
　日本政府は、JCMについて、約束草案の中で「温室効果ガス削減目標積み上げの基礎としてい
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ないが、日本として獲得した排出削減・吸収量を我が国の削減として適切にカウントする」とし
ている。COP21での国際交渉における注目点の一つは、JCMの国際的な取扱いであった。
　2011年のCOP17におけるダーバン合意にて、市場メカニズムを含む様々なアプローチを条
約下で活用できる枠組みについて検討する作業計画実施が決定された。これまで日本政府は、「気
候変動枠組み条約の究極的な目的達成に貢献するためには、現存の制度と、分散管理型の制度が
相互に補完し合うことが重要」等の意見を含めた意見書を提出し（経済産業省2013）、JCMが国
際社会の中で認められるように働きかけてきた。
　日本政府は、COP21で合意されたパリ協定の第6条は、海外で実現した緩和成果を自国の排
出削減目標の達成に活用する場合の規定であり、2～3項でJCMを含む市場メカニズムの活用が
「協力的アプローチ」として位置づけられたとしており、パリ協定に基づき、JCMを通じて獲得し
た排出削減・吸収量を日本の削減として適切にカウントする、今後、パリ協定締約国会議が定め
るダブルカウント防止等を含む堅固なアカウンティングのためのガイダンスの作成に貢献してい
く、としている（日本政府2016）。（なお、パリ協定第6条の4～7項で「国連管理型メカニズム」
を設立すること、8～9項で「非市場アプローチ」が規定された。）
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参考：パリ協定第6条（出典：GISPRI/IGES「COP21報告シンポジウム資料集」）

1． 締約国は、一部の締約国は自国の緩和及び適応行動の野心向上、及び持続可能な開発及び環境十全性の
促進を可能にするため、自国の国別貢献の実施の中に、自主的な協力を選択すると、認識する。

2． 締約国は、国際移転の緩和成果の国別貢献への利用に関わる協力的アプローチに自主的に参加する時は、
持続可能な開発を促進し、環境十全性及び管理を含める透明性を確保することとし、特にパリ協定締約
国会議の役割を果たす締約国会議が採択する指針に合致する形で二重計算の回避を確保し、確固とした
計算手法を適用するものとする。

3． 国際移転の緩和成果を本協定の国別貢献の達成のため利用することは、自主的とし、参加締約国により
認可されるものとする。

4． 本項において、パリ協定締約国会議の役割を果たす締約国会議の権限と指針の下、締約国による自主的
な利用の目的で、温室効果ガス排出量の緩和に貢献し、持続可能な開発を支援するメカニズムを設立す
るものとする。本メカニズムは、パリ協定締約国会議の役割を果たす締約国会議の認定する組織の監督
を受けるものとし、以下を目指すものとする：
（a） 温室効果ガス排出量の緩和を促進すると同時に、持続可能な開発も推進する；
（b） 締約国が認可する公共及び民間の組織による、温室効果ガス排出量緩和への参加に向け、推奨し、

参加を推進する；
（c） 主催（host）締約国の排出削減に貢献する、当該締約国は排出削減量を生じる緩和活動から利益を受

けることになるであろうし、この排出削減量は、他の締約国の国別貢献の達成にも利用可能である；
（d）全球排出量の総合的な緩和を実現する。

5． 本条4項規定のメカニズムから生じる排出削減量は、別の締約国による国別貢献の達成を実証する目的
で用いられた場合、主催締約国の国別貢献の達成を実証するために用いないものとする。

6． パリ協定締約国会議の役割を果たす締約国会議は、本条4項に規定するメカニズムの活動からの収益の
一部を、事務管理費に充当すると共に、気候変動の悪影響を特に受けやすい開発途上締約国の適応費用
の調達支援に用いるよう、確保するものとする。

7． パリ協定締約国会議の役割を果たす締約国会議は、その第1回会議において、本条4項に規定するメカ
ニズムの規則、法性、手順を採択するものとする。

8． 締約国は、持続可能な開発及び貧困撲滅の観点から、協調的及び効果的な形で、各締約国の国別貢献の
実施を支援する目的で、総合的、全体的、調和的な非市場アプローチを利用可能にする重要性を認識す
る、これらの手法には、適切に、特に緩和、適応、資金、技術移転、キャパシティビルディングを含める。
これらの手法は次を目指すものとする：
（a）緩和及び適応の野心を引き上げる；
（b）国別貢献の実施における公共部門及び民間部門の参加を強化する；
（c）政策措置や関連する制度間の連携を可能にする。

9． 本項において、持続可能な開発のため非市場アプローチの枠組を、本条8項に規定する非市場アプロー
チを推進するためのものと定義する。

2．日本の気候変動対策支援イニシアティブ・長期戦略策定の概要・動向

　日本政府は、JCM以外にも、途上国の気候変動対策に関する方策を検討・推進している。
　モロッコ・マラケシュで開催されたCOP22期間中の2016年11月16日に、「日本の気候変
動対策支援イニシアティブ～途上国のニーズに応えて～」（以下、イニシアティブ）が表明された。
2015年のCOP21にて採択された、すべての国・地域が参加する枠組みであるパリ協定を実施
するためには、国際社会が協調し、途上国に対する効果的な気候変動対策支援を進めていくこと
が不可欠である。今回発表されたイニシアティブは、日本が途上国に対して実施している主な気
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候変動対策支援を取りまとめ、分かりやすく途上国等に示すものとなっている。なお、イニシア
ティブの中では、以下の通り、緩和・適応・透明性・フロン対策・SDGsといった5つの代表分
野及び代表的な支援施策が挙げられている。各施策については、環境省以外にも、国土交通省・
農林水産省・文部科学省・国際協力機構（JICA）等の関連省庁・機関が関わっている。

表1．日本の気候変動対策支援イニシアティブ5つの代表分野及び支援施策

1 緩和

＜優れた低炭素技術の普及＞
・二国間クレジット制度（JCM）
・都市間連携に基づくJCM案件形成可能性調査
・コベネフィット･アプローチの推進
・廃棄物分野における緩和策の推進
・環境共生型都市開発等の海外展開支援の推進
・農業分野における気候変動対応のための研究開発
・農業分野における温室効果ガスに関するグローバル・リサーチ・アライアンス
　（GRA）理事会及び科学会議の我が国での開催
・途上国の森林減少・劣化の抑制と持続可能な森林経営の推進に向けた支援
・低炭素社会国際研究ネットワークを活用した長期シナリオに関する研究協力
・再生可能エネルギーの導入・電力システムの改善

2 適応

＜知見・経験の共有による適応能力の拡充＞
・アジア太平洋適応情報プラットフォーム
・国際ネットワークを活用した多国間協力
・アジア太平洋地域における適応計画施策のための気候変動影響評価支援
・気候変動適応戦略イニシアティブ
・気候変動による水災害適応策についての国際貢献の推進
・農業分野における気候変動対応のための研究開発（適応）
・全球地球観測システム（GEOSS）アジア太平洋シンポジウム
・インフラ整備によるレジリエンス強化

3 透明性

＜透明性枠組につながる人材育成を通じた測定・報告・検証（MRV）の能力向上＞
・アジアにおける温室効果ガスインベントリ整備に関するワークショップ
・地球温暖化アジア太平洋セミナー（APセミナー）
・衛星による国別温室効果ガス排出量モニタリング
・MRVにかかる人材育成

4 フロン
対策

＜総合的なフロン排出抑制対策に向けた制度構築の促進＞
・省エネ型自然冷媒機器等の導入のための廃フロン等回収・処理体制構築可能性調査事業

5 SDGs

＜気候変動対策と合わせた持続可能な社会への支援＞
・環境的に持続可能な都市（ESC）づくりに関する国際貢献
・アジア太平洋３R推進フォーラム
・地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）
・グリーン成長にかかる制度構築支援

（「日本の気候変動対策支援イニシアティブ」http://www.env.go.jp/press/fi les/jp/104165.pdfより
JACSES作成）
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参考：フロン対策

　温室効果ガスと言えば、まず二酸化炭素（CO2）が挙げられるが、温室効果という観点では、CO2以外の温
室効果ガスへの対策も重要である。特に、フロン類は温室効果がCO2の数百倍～一万数千倍と非常に高く、
大気中に長く残るものもある。
　これまでフロン類対策に関しては、モントリオール議定書・京都議定書（気候変動枠組条約）の2つの条約
にまたがって行われてきた。モントリオール議定書では、特定フロン（CFC・HCFC等）の全廃に向けて段階
的生産規制がなされてきた。代替フロンであるハイドロフルオロカーボン（HFC）についても、2016年10月
に開催されたモントリオール議定書第28回締約国会合（MOP28）にて、生産・消費量の段階的削減義務等を
定めるキガリ改正が採択された。また、京都議定書では、HFC類、パーフルオロカーボン類（PFC）、六フッ
化硫黄（SF6）が排出規制対象となっている。
　また、最近では、自然冷媒（元々自然界に存在する、アンモニア・二酸化炭素・炭化水素等を用いる冷媒
ガス）導入の動きが進んでおり、コカ・コーラ等、自然冷媒への転換を掲げている企業も出てきている。
　しかし、モントリオール議定書および気候変動枠組み条約どちらの制度下においても、既に冷媒使用機器
に充填されて出回っているCFC・HCFCの排出規制が行われていないため、生産消費規制に伴う冷媒代替・
機器更新を進めていくと、既存機器内のCFC・HCFCが大量に大気中に放出される恐れがある。特に、今後
エアコン等の冷媒使用機器の増加が見込まれる新興国・途上国においては、そういった認識がなされていな
いケースが多いため、機器更新に伴うフロン回収・破壊に関する支援も必要と考えられる。

表　フロンの環境リスク（ODPとGWP）

種類 製品
オゾン破壊係数

2010年科学評価パネル
（ODP）

地球温暖化係数
第4次IPCC報告書
（100年GWP値※）

クロロフルオロカーボン
CFC-11 1 4750
CFC-12 0.82 10900
CFC-113 0.85 6130

ハイドロクロロ
フルオロカーボン

HCFC-22 0.04 1810
HCFC-123 0.01 77
HCFC-141b 0.12 725
HCFC-142b 0.06 2310
HFC-32 0 675
HFC-125 0 3500
HFC-134a 0 1430
HFC-143a 0 4470

ハイドロフルオロカーボン HFC-152a 0 124
HFC-227ea 0 3220
HFC-43-10mee 0 1640
HFC-245fa 0 1030
HFC365mfc 0 794

環境省「平成23年度オゾン層等の監視結果に関する年次報告書」よりJACSES作成
※100年GWP値とは、対象となる物質の影響を100年間に亘って積分した値
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参考：SDGs

　2015年9月25日、国連本部での「持続可能な開発に関するサミット」において「我々の世界を変革する：
持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択された。その中核に「持続可能な開発・発展のための目標
‐SDGs（Sustainable Development Goals）」がある。SDGsは17ゴールと、より具体的な169ターゲッ
トが定められており、230の指標で測定される。
　SDGsは、ステークホルダーの連帯・パートナーシップによって実施し、あらゆる形態の貧困を終わらせ
る等、「誰一人取り残さない （no one will be left behind）」ことを約束するとともに、３つの側面（経済、社
会、環境）がバランスした、2030年に向けた目標を定めている。日本では、政府が、2016年5月、閣議決定
により総理大臣を本部長、全閣僚を本部員とする「SDGs推進本部」を設置し、同年12月、持続可能な開発
目標（SDGs）実施指針（実施指針（本文）と持続可能な開発目標（SDGs）を達成するための具体的施策（付表））
を策定した。
　気候変動はSDGsのゴール13を中心に盛り込まれている。2016年11月にパリ協定が発効したが、国際
交渉においては、パリ協定をいかに実行するかは議論が始まったばかりであり、様々なステークホルダーが
各々取組を推進していくことも重要である。そうした状況の中で、SDGsでは温室効果ガス削減と密接に関連
するエネルギーがゴール7で掲げられ、ゴール11はレジリエントな都市・人間居住であり、適応策と密接
に関わっている。途上国の多くは、気候変動対策と持続可能な発展の同時達成を必要としており、SDGsを効
果的に進めることが、気候変動対応をさらに促進する可能性もある。

　現在、検討されている長期温室効果ガス低排出発展戦略（以下、長期戦略）策定においても、気
候変動における海外支援に関する検討が進められている。長期戦略は、パリ協定において2020
年までに各国が策定・提出することを求められており、米国・カナダ・ドイツ・メキシコ等がす
でに提出している。日本政府も環境省・経済産業省がそれぞれ議論の場（環境省：長期低炭素ビ
ジョン小委員会・経済産業省：長期地球温暖化対策プラットフォーム）を設置し、検討・とりま
とめ作業を進めている。長期戦略策定にあたり、途上国を含む世界全体での温室効果ガス削減の
ための貢献策をいかに進めるかも重要な課題である。
　例えば、経済産業省の長期地球温暖化対策プラットフォーム「海外展開戦略タスクフォース」で
は、世界全体での温室効果ガス排出削減に貢献するための方策について検討されているが、特に
注目すべき点は、海外貢献をいかに定量化・可視化するかといった議論がなされていることであ
る。本タスクフォース中間整理では、日本は、JCMに加え、公的ファイナンスの活用による低炭
素技術の海外展開や民間独自の削減取組等を推進しており、今後は各取組による削減の拡大・世
界の削減貢献量の見える化に努め、世界各国が貢献量の多寡を競うことによって、世界の温室効
果ガス削減を最大化していくべきとの見解を示している（図6）。また、世界の排出削減に貢献す
るべく、日本の低炭素技術の海外展開を更に推進するためには、下記（表2）のような支援ツール
を、更に活用していくことが必要とも述べている。
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図6：海外貢献の推進

出典：経済産業省「長期地球温暖化対策プラットフォーム「海外展開戦略タスクフォース」中間整理」

表2：海外展開支援ツール
新エネルギー・産業
技術総合開発機構
（NEDO）

JCM実証事業 JCM活用によるCO2排出削減効果の定量化を行い、低炭素技
術・製品等の省エネ効果等の有効性実証、本格運用に向けた課
題抽出・フィードバック実施

国際協力機構（JICA） 海外投融資 途上国において、民間企業等が行う開発効果の高い事業、かつ、
一般の金融機関だけでの対応が困難な場合の出資・融資

有償資金協力
（円借款）

途上国に対して低利・長期の緩やかな条件での資金貸し付け

国際協力銀行（JBIC） 地球環境保全業務：
GREEN

地球温暖化の防止等の地球環境の保全を目的とする海外事業に
対する融資・保証及び出資。

投資金融 日本企業の海外投資事業に対する融資
輸出金融 日本企業等の設備の輸出等に対する融資

日本貿易保険（NEXI） 海外事業資金貸付保険 海外事業に必要な資金に対する貸付等についての保険
海外投資保険 海外投資を対象、カントリーリスクにより発生する損失をカ

バーする保険

（経済産業省「長期地球温暖化対策プラットフォーム「海外展開戦略タスクフォース」中間整理」よりJACSES作成）
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Ⅲ．気候変動における途上国支援に対する課題と提起

1．技術メカニズム/CTCNに関する論点・指摘

（1）技術メカニズムと資金の連携
　途上国側からのCTCNへのリクエスト内容としては、キャパシティビルディング・ニーズアセ
スメント・政策推奨等の技術移転を可能とするための環境づくりへの支援が大半である（Hombu
他2015）。技術を受け入れる側である途上国が、提供された情報や研究開発の成果を活用する
キャパシティがない等の事情もあるが、技術移転の実施へなかなか結びつかない原因として、
CTCNからの支援可能な技術情報が少ないこと、ネットワーク機関が提供できる技術支援が限定
的であること、CTCNの活動費用が十分確保されていないことが挙げられている。
　技術移転が進まない要因の中でもしばしば指摘されている問題が、技術移転に必要な資金をい
かに確保するかという点である。資金メカニズムとして緑の気候基金（GCF、Ⅰ．参照）等がある
が、弊センターが2016年3月3日に開催した研究ワークショップで本部氏より指摘があったよ
うに、技術メカニズムと資金メカニズム間のミスマッチが起きており、それを解消する必要があ
る。この点に関しては、弊センターが2015年11月18日に開催したCOP21直前セミナーでも
議論に上がっていた。それぞれのメカニズムは、技術の専門家と資金の専門家が別々に担当して
おり、まず効率的なコミュニケーションから始めなければならないとの声もあった。技術側が技
術移転の成功事例や選定した技術の有用性等を資金側に提示することも有効ではないかとの指摘
もあった。さらに、公的な資金のみで全てをまかなうことは困難であるため、民間資金を効果的
に動員するための方策をより検討する必要があることも指摘された。
　技術メカニズム及び資金メカニズム間のミスマッチについては、COP21に続きCOP22でも
継続して議論がなされ、両メカニズム間のこれまでの連携（ワークショップ開催やGCF理事会へ
のTEC・CTCN諮問委員会Chairの招待等）を歓迎するとともに、さらなる連携強化を要請した。
なお、GCFにおけるReadiness Support（レディネス支援：途上国の戦略/計画策定・強化と
いった準備活動・技術支援に対する資金供与）やProject Preparation Facility（プロジェクト
策定ファシリティ：極小/小規模案件形成への支援）といった資金支援策と技術メカニズムの関
係性強化も進められており、今後さらに技術メカニズムと資金メカニズムが協力したプロジェク
トが広がることが期待される。
　既存の環境技術移転のための資金に加えて、弊センター出版の書籍『ギガトンギャップ　気候
変動と国際交渉』における電力中央研究所の杉山氏・JFEスチールの手塚氏の指摘や研究ワーク
ショップでの本部氏の指摘にもあるように、長期目標（パリ協定では2℃）達成には、安価な新し
い技術の開発とそのための費用も必要である。パリ協定でイノベーションの重要性は認識された
が、新たな技術開発やそのための基礎研究には、膨大な時間と費用がかかることが想像される。
要する時間や費用の問題を踏まえると、杉山氏が述べているように、基礎研究は国際協調で行う
方が効率的であると思われる。

（２）技術メカニズムに関する認知向上・参画支援強化
　環境技術や製品・ノウハウ等をもつ日本企業に対し、CTCNに関する周知や認知度向上を図る
ことが必要と考えられる。日本企業に新たなビジネスチャンスを提供することになるとともに、
より多くの企業が参入し様々な事例が生まれることで、さらに効果的な制度構築・改善につなが
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ることも期待したい。また、ネットワーク機関が提供できる技術支援が限定的であることやネッ
トワーク機関に技術を提供できる企業が少ないことも指摘されているため、ビジネス上のメリッ
ト等を提示した上で企業の参画を促すことで、提供できる技術支援の種類増加や民間リソースの
活用に繋がる可能性にも期待したい（併せて、途上国のビジネス環境の整備等も必要である）。ま
た、案件採択までには入札における提案書作成等の様々な手続きも必要である。よって、技術メ
カニズム/CTCNの活用における手続き上のノウハウ共有、日本のネットワーク機関と企業のさ
らなる連携促進等、様々な参画支援が必要と考えられる。

（３）技術移転と知的財産権
　これまで技術移転に関しては、知的財産権をめぐり、先進国と途上国の主張に相違があった。
先進国は「技術移転は企業が主役であり、先進国企業が活動しやすくなるよう途上国が制度環
境等を整備することが必要だ」と主張してきたが、途上国は「商業ベースの移転では地球環境を
守るのに不十分であり、知財保護の緩和や先進国の公的資金投入が必要」と主張してきた（上野
2015）。インドのように知的財産権緩和を強く主張してきた国もあったが、パリ協定では、知的
財産権について言及されている部分はない（有馬2015）。
　上野（2015）は、様々な事例を見ると、知的財産権が技術移転の阻害要因になっていない場合
も多く、先進国が、ライセンスや合弁企業設立等を通じたビジネスベースの技術移転を行ってい
ることもあるため、事例にそった検討を進めながら、知的財産権の役割を明確にすることが重要
であると指摘している。また、知的財産権保護の緩和により自由に使えるからといって、途上国
が技術をすぐに使えるようになるという訳ではないため、途上国のキャパシティを高めることも
重要であることにも言及している。
　さらに、UNFCCC外の技術移転の動きと効果的に相互補完することも必要であると考えられ
る。例えば、世界知的所有権機関の下にあるWIPO GREENという技術移転の枠組みでは、デー
タベースに載せた技術を保有する側と導入する側をマッチングさせるサイトが運営されている
（小野田他2015）。こうしたUNFCCC外の枠組みと役割を分担し、効率的に連携していくこと
が求められる。
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「環境・持続社会」研究センター（JACSES）（2017）「COP22を受けて～途上国への技術支援のために、日
本は何をすべきか-資料-」
地球産業文化研究所（GISPRI）・地球環境戦略研究機関（IGES）（2016）「COP22報告シンポジウム資料集」

2．二国間クレジット制度（JCM）に関する論点・指摘

　京都メカニズムの1つであるクリーン開発メカニズム（CDM）は、審査・登録・発行にかかる
時間が長い、プロジェクト種類やホスト国が偏っている、追加性の厳密な証明が必要である等の
課題が指摘されてきたが、日本政府は、このCDMを補う新しいメカニズムとして、JCMを提案
してきた（杉野他2015）。
　CDMと比較して、JCMは、モニタリングの簡素化等、手続きをより効率的に簡素化するよう
な試みがなされていると言われている（梅宮・碓井2014）。ホスト国と日本の両政府代表によっ
て組織される合同委員会が、ガイドライン等の作成からクレジット発行までを管理・運営するこ
とで、国連の一括管理と比べて柔軟な管理・運営が可能となり、審査・登録・クレジット発行等
にかかる費用や不確実性を減らす効果があるのではないかとも期待されている（有村2015）。ま
た、JCMでは提案プロジェクトの妥当性の確認等のため適格性要件を採用しており、CDMのよう
な追加性証明のための審査を回避し、プロジェクト参加者が提案したプロジェクトが却下される
リスクを低減することができるとされている（日本政府2016）。その一方で、「適格性要件の設定」
等の特性により、方法論を開発するまでが複雑で労力・時間が掛かることや、方法論がホスト国
ごとに開発・承認される必要があり汎用性が低下するため、方法論開発コストが増加する等の課
題も指摘されている（本部他2015）。
　また、JCMは、ダブルカウント（別の制度で案件登録・クレジット発行、2か国以上がクレジッ
ト利用等）の可能性がしばしば指摘される。そこで、登録時のプロジェクト情報の詳細（位置情報
等）提出・第三者機関による確認等、二重登録・二重発行を防ぐための工夫・取組みも導入され
ている。JCMに限らずCDM等の国連管理下のメカニズムでもダブルカウントは課題とされてき
ており、国際的なクレジット制度全体での対処も要請されている。パリ協定を受け、日本政府は、
パリ協定締約国会議が定める二重計算防止等を含むガイダンス作成に貢献していくとしており、
今後の継続的な課題となっている。JCMを自国の削減目標達成に活用する場合、「厳格な算定方
法を適用し、特に二重計算（double counting）を避ける」「持続可能な開発の推進」「環境十全性お
よび透明性の確保（ガバナンス面も含む）」が条件となる。加えて、緩和成果の国際移転を行う場
合、パリ協定締約国会合が今後採択する指針（ガイダンス）と整合的であることも求められる（有
馬2015）。
　様々な課題が指摘される中、日本政府はJCMを進めてきたが、2016年11月11日に行われた
行政事業レビューにおいて、事業の検証がなされた。その中でまず複数指摘されていたのが、環
境省と経済産業省が異なるスキームで、各々JCMプロジェクトを実施している点についてであ
る。図7にある通り、両省の事業は目的や支援内容等に差異が見られるが、「環境省と経済産業省
の役割分担をしっかりした方がよいのではないか」「JCMプロジェクトは両省で継続的に実施し
つつも、事業体制をより効率的にすることも必要ではないか」等の声が挙がっていた。
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図7：経済産業省と環境省のJCM事業

出典：2016年11月11日行政事業レビュー「内閣官房行政改革推進本部事務局説明資料」

　JCMの支援内容・対象に関して、行政事業レビューにて、「途上国で汎用性の高い技術を中心
にやったほうがよいのではないか」等の意見が出たが、こうした点に関連して、以前から「JCM
による低炭素技術・製品の移転には、政府のみならず企業等による資金提供・出資も必要である
ことから、効率的資源配分のためには、温室効果ガス削減効果とあわせて、経済・雇用効果も鑑
みて、評価をするべき」（杉野他2015）や、「現状のままでは、JCMは投資環境のよい国（インドネ
シア等）で多く実施されることとなり、投資環境のあまりよくない国（モルジブ、ラオス等）にお
ける追加的な支援を検討することが望ましい」（梅宮・碓井2014）といった指摘もあった。
　図8を見ると、2013年から環境省・経済産業省合わせて100件以上のJCMプロジェクトを実
施しているが、2030年までに生むクレジットは累積で580万トンと言われており、温暖化対策
計画の中で示している「JCMの構築・実施により2030年度までの累積で5千万～１億tCO2の
国際的な排出削減・吸収量」には遠く及ばないこととなり、民間ベース案件が増えなければ、約
10倍の国費投入が必要とされている。なお、以前から、技術普及支援には巨額の資金を要する
ことから、各種既存制度とのさらなる連携強化や、JCM事業と関連する官民連携融資制度の整備
等を推進する必要性も指摘されてきた（本部他2015）。

図8：JCMのクレジット累積発行量

出典：2016年11月11日行政事業レビュー「内閣官房行政改革推進本部事務局説明資料」
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3．地球規模での気候変動対応と日本の貢献のための提案＜Ver.2＞
　　～日本政府の気候変動対策支援イニシアティブと長期戦略策定に関して～

【日本政府への提案骨子】

提案１： 長期戦略で、日本の途上国貢献策をさらに強化されたい。また、日本のクレジット確保に固
執しすぎず、地球規模での削減に貢献するプロジェクト推進手法に関して検討を強化し、国
際社会をリードしていただきたい。

提案２： CTCN・国連技術メカニズムへの資金等の継続的支援を行いつつ、国連資金メカニズムとの
更なる連動強化に向け引き続き役割を果たしていただきたい。さらに、日本の機関のCTCN・
国連技術メカニズム参画/活用支援を強化されたい。以上を、気候変動対策支援イニシアティ
ブ改訂時に明記されたい。

提案３： 途上国の京都議定書対象フロン（HFC等）に加え、モントリオール議定書対象フロン（CFC・
HCFC）の対策支援をさらに強化するとともに、他のGHG対策支援も強化されたい。

　日本政府は、COP22期間中に、「日本の気候変動対策支援イニシアティブ～途上国のニーズに
応えて～」（以下、イニシアティブと略す）を世界に表明した。各国が現在示しているGHG削減目

23



標を合わせても、気候変動による被害を防ぐには不十分であり、日本の国内対策に加え、他国、
特に、途上国の緩和策および適応策に対する協力が緊急課題となっている。こうした状況で、日
本政府がイニシアティブを表明したことは、地球規模の気候変動対応のために重要である。
　また、パリ協定は2020年までに各国が長期戦略を策定・提出することを求めており、米国・
カナダ・ドイツ・メキシコ等がすでに提出している。日本政府も環境省・経済産業省がそれぞれ
議論の場（環境省長期低炭素ビジョン小委員会・経済産業省長期地球温暖化対策プラットフォー
ム）を設置し、検討・とりまとめ作業を進めている。長期戦略策定にあたり、途上国を含む世界
全体でのGHG削減のための貢献策をいかに進めるかも課題となっている。
　国際的に日本政府の気候変動対策支援イニシアティブや長期戦略策定の取組が効果を発揮し、
正当な評価を得るために、以下の点をさらに補足・強化されるようお願いしたい。

提案１：長期戦略策定時を含む、日本の途上国貢献策の検討・推進の強化

　気候変動の被害抑制には、世界全体でのGHG削減推進が極めて重要である。日本が国内削減
に取り組み、世界に範を示すと同時に、大きく増加する海外のGHG削減に貢献していく必要が
ある。日本では、ときとして、国内削減を真摯に検討・推進する一方、海外削減への貢献につい
ては後回しにされてしまう傾向がある。（長期戦略の検討に際しても、同様の傾向が見受けられ
る。）
　京都議定書では、日本・先進国が途上国と協力しCDMプロジェクトを実施した場合、途上国
が削減目標を持たないため、プロジェクトによる削減量を自国目標に100％組み込めた。しか
し、パリ協定では、途上国も削減目標をもつため、途上国と協力しプロジェクトを行った場合、
その削減分の分配をめぐる対立が生じる可能性がある。また、多くの国・機関が協力し行うプ
ロジェクトは、削減分の分配計算が極めて難しいケースも考えられる。各国は自国の削減分を
UNFCCCに報告する責務があるため、日本の長期戦略検討においても、海外での貢献分をいか
にクレジット化し、日本の目標達成に組み込むかという議論が先行する傾向がある。途上国支援
策に関する議論が、こうした点に集中しては、途上国に対し、日本は自らの目標達成のためにプ
ロジェクトを行い、多くのクレジットを自国にもっていってしまうとのマイナスの印象を醸成し
たり、日本の削減量にカウントできないが地球規模のGHG削減に結び付くプロジェクトが行わ
れない可能性が高まる。
　日本政府は長期戦略の検討・策定時に、日本の途上国における貢献策の検討・推進をさらに強
化されたい。また、現在、JCMやその他の海外貢献策の在り方の検討もなされているが、その中
で、日本のクレジット確保に固執することで途上国との協力関係を損なう可能性に十分な注意を
払うとともに、日本のクレジット分が明確化されないが、地球規模での削減に貢献するプロジェ
クト推進手法に関しても検討を強化し、地球規模削減へ向けた国際社会の議論をリードしていた
だきたい。

提案２：CTCN・国連技術メカニズム支援強化と「気候変動対策支援イニシアティブ」への明記

　国連技術メカニズムの一つであるCTCNは、途上国の緩和と適応に対応するものとなって
おり、COP22で多くの国がCTCN・国連技術メカニズムへの期待を表明した。こうした途上
国のニーズに応えることも重要であり、日本政府はこれまでCTCNに資金拠出してきており、
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COP22期間中にも、日本をはじめとする9か国がCTCNに対し計2,300万米ドルの追加資金
拠出を公約した。しかし、今回の気候変動対策支援イニシアティブはCTCN・国連技術メカニズ
ムに言及していない。
　また、これまでの国連気候変動枠組の大きな問題点に、CTCN・国連技術メカニズムと資金メ
カニズム（地球環境ファシリティー〈GEF〉、緑の気候基金〈GCF〉等）が有機的に連動してこなかっ
たことがある。COP22でもそうした点に焦点が当たり、議論が進められ、成果も見られた。今
後は、実際の排出削減等に繋げていくための連携の確保等が課題となる。
　CTCNには、技術支援を実施するネットワークメンバー（企業、研究機関、NGO/NPO、公的
機関、国際機関等）が200超登録されている。日本からは6機関だが、韓国は昨年新たに18機
関が登録される等、世界全体で申請・登録数が増加している。途上国の広範な支援ニーズへの対
応という観点において、様々な環境関連技術を有する日本が支援/貢献できる可能性は大きく、
日本の機関・組織がさらに参画しやすくなるような支援も必要である。
　日本政府は、CTCN・国連技術メカニズムへの資金拠出を含む継続的支援を行いつつ、国連技
術メカニズム・資金メカニズム間における更なる連動強化に向け、引き続き積極的な意見表明・
役割を果たしていただきたい。さらに日本の機関のCTCN・国連技術メカニズムへの参画・活用
のための支援を強化されたい。また、以上について、気候変動対策支援イニシアティブ改訂時に
明記されたい。

提案３：途上国CO2以外の温室効果ガス対策・フロン対策支援強化

　途上国では、フロンをはじめとするCO2以外のGHGの排出も増大している。当センターは
これまで途上国のフロン対策支援強化の必要性も訴えてきた（書籍「ギガトン・ギャップ」等）が、
「日本の気候変動対策支援イニシアティブ」に「総合的なフロン排出抑制対策に向けた制度構築の
促進」という項目が入ったことは画期的である。（日本のフロン回収・破壊法、排出抑制法策定に
大きな力を発揮されてきた山本公一大臣のこれまでの取組と今回のイニシアティブ発表へのリー
ダーシップに心から敬意を表します。）
　総合的なフロン対策とは、京都議定書対象フロン（HFC等）にとどまらず、現在、年間20億ト
ン（CO2換算）もの排出がなされているCFC・HCFCといったモントリオール議定書対象フロン
の対策でなければならず、それらの回収・排出抑制が途上国の緊急の課題である。CFC・HCFC
は現在、国連気候変動枠組条約の対象ガスとされていないが、日本のGHG削減の自主貢献とし
て世界に表明し、世界をリードしていただきたい。また、その他CO2以外のGHGについても、
途上国の対策支援の強化をお願いしたい。

　本提言へのお問い合わせは、「環境・持続社会」研究センター（JACSES）（東京都千代田区飯田橋2-3-2三信
ビル401、Tel:03-3556-7323、Fax:03-3556-7328、E-mail:jacses@jacses.org）担当：遠藤理紗、足立治
郎までお願いいたします。
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出典：CTCN「CTCN Operating Manual for National Designated Entities (NDEs) Version 1.2 April 2015」
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